
８月２２日 全商連経営対策交流会「国保料・税の負担軽減策」への報告 

 

茨城県議会議員 江尻加那 

 

【茨城県】 課税２方式への統一と子どもの均等割り減免について 

 

１． 茨城県の国保事業状況 

① 県（４４市町村）人口約２８２万人のうち、国保被保険者は約６２万人（約

２割）、約４０万世帯（約３割）で減少傾向。後期高齢者医療は増加。 

② ｢茨城県国民健康保険運営方針｣で「保険料水準の統一」を掲げ、その第一歩

として、県主導でＲ４年度から課税方式を２方式(所得割・均等割)に統一。 

③ 資産割と平等割をなくす理由に、▽簡潔・公平な２方式とする▽制度創設時

(昭和３６年)と比べて家族形態が変わり、国保世帯の約８５%が 1 人または

2人世帯で、世帯当たりで課税する意義が希薄化などを上げる。統一化前は、

４方式が２０市町村、３方式が２４市町村であった。 

 

２． ２方式導入による県から市町村への交付金 

① 多子世帯に着目した項目(子どもに係る均等割の軽減措置)を設け、２方式

を実施した市町村に対して、総額５億円を０～１９歳の被保険者数で按分

した額を交付。Ｒ４年度は１人当たり 7,389 円、R５年度は 8,839 円。 

② 国はＲ４年度から全世帯の未就学児を対象に未就学児に係る均等割につい

て、その５割を公費による軽減策をスタート。（国1/2 県1/4 市町村1/4） 

③ 市町村は、国と県からの交付金を活用して、独自の政策判断で子どもの均

等割など保険税負担軽減策を実施。 

④ 現在、子どもの均等割減免実施は３９市町村（未実施５市町村）。そのうち

取手市と鹿嶋市は全額免除。また、かすみがうら市は子どもの均等割相当

分を応援金として一般会計から支給して全額免除を実施するなど、各市町

村の取組を拡充している。 

⑤ ２方式導入の前後（Ｒ３とＲ４）で、1 人当たり現年度分国保税額（医療分

＋後期高齢者医療分）が県平均で年額 88,464 円が 83,787 円に減額。一方、 

６市町で負担増となった。一般会計からの法定外繰入を廃止。 



３． 県民要望を受けて議会で論戦、知事答弁を引き出す 

① ２方式導入前の R３年１０月県議会で、２方式導入により子育て世帯（多

子世帯）が値上げになることを追求し、値上げ回避策・財政措置を要求。 

② 知事の答弁 

▽２方式に施行した場合、市町村が国保税で集めるべき総額に影響はない

が、賦課方式が変わることにより額は世帯所得や世帯構成によって変動

することになる。 

▽多子世帯など家族の多い世帯では、税額が高くなる傾向があると認識し

ている。 

▽R４年度については、国による未就学児に係る均等割軽減と併せて、子 

ども 1 人当たり約２万５千円の負担軽減を図る考えである。 

▽国保における子育て支援は、一義的には国が責任をもって取り組む課題

であり、引き続き、対象年齢の拡充と地方負担の撤廃を要望する。 

 

４．現在の課題 

① 市町村の国保税算定基礎となる県への納付金は R６年度８００億円で、加入

者 1 人当たり 6,856 円、5.1%増。県の国保財政安定化基金は２４億円あり、

国の指示で 8 億円取り崩したにもかかわらず、1 億円しか活用していない。

子どもの均等割をゼロにするなど負担軽減を行うべき。 

② 後期高齢者医療保険料はR６年度7万円から7万8千円に11%の引き上げ。

広域連合の医療給付費準備基金が過去最高の６５億円あるのに、負担軽減に

活用したのは半分以下の 30 億円のみ。 

さらに、県の後期高齢者医療財政安定化基金は一切取り崩さない姿勢。過

去に県の基金を活用したのは、民主党政権時代の 1 回きり。現在５０億円に

まで増え、これ以上積立は必要ないとして基金条例が改定されたほど。 

③ 負担の求め方、基金のあり方が問われる。少なくとも、基金の活用基準を見

直して保険料軽減を実施させていく。 

④ 医療福祉（マル福）制度をさらに改善させ、医療費助成を拡充させる。とく

に、小児外来について県内全市町村が高校３年生まで助成しているが、県は

入院のみ高校３年生までで、外来は小学６年生にとどまっている。 

以上 


